
社数 社員数 社数 社員数 社数 パート数 社数 パート数 社数

流通商業 52 ～5人 57 ～40人 10 ～5人 71 ～40人 2

サービス業 47 ～10人 26 ～50人 4 ～10人 11 ～50人 1

建設業 27 ～15人 23 ～100人 6 ～15人 5 ～100人 1

製造業 26 ～20人 11 ～200人 2 ～20人 3 ～150人 2

その他 1 ～25人 7 200人以上 2 ～25人 0 1529人 1

総計 153 ～30人 3 無回答 2 ～30人 2 1600人 1

■売上高、経常利益、業況判断、運転資金調達

売上高 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 不明 ＤＩ値

％ 26% 41% 31% 3% △５ 31% 37% 29% 3% 2 29% 47% 19% 5% 10

経常利益 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値

％ 24% 48% 22% 6% 2 23% 46% 24% 7% △１ 23% 52% 17% 8% 6

業況判断 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 不明 ＤＩ値

％ 18% 54% 22% 7% △４ 20% 49% 22% 9% △２ 24% 46% 19% 12% 5

運転資金調達
容易に
なった
変わら
ない
厳しく
なった
不明 ＤＩ値

容易に
なった
変わら
ない
厳しく
なった
不明 ＤＩ値

容易に
なる
変わら
ない
厳しく
なる
不明 ＤＩ値

％ 8% 75% 10% 7% △３ 14% 63% 14% 8% 0 11% 67% 12% 9% △１

業  種

（前期比） （前年同期比）

昨年の７月～９月と比べて昨年の４月～６月と比べて１月～３月と比べて

次期見通し

第10回熊本同友会景況調査報告
（2006年4月～6月期）

 
  【調査要領】
　①調　査　時：2006年6月7日～6月15日
　②対象企業：熊本同友会会員企業
　③調査の方法：FAXの送受信による自計記入を求めた
　④回答企業数：４１３社より１５３社の回答を得た。（回答率：３７％）
　⑤平均従業員数：役員を含む正規従業員数　　　　　　　　　　１８.５人
　　　　　　　　　　　　派遣社員・臨時・パート・アルバイトの数　　３３.７人

 　　　「大幅改善がみられたが売上げ以外はマイナス値、サービス業は好調　」

　　　ＤＩ値の推移から見ると、前回調査1月～3月の前年同期比に比べると、売上高ＤＩが０から２へ２ポイント、
　　経常利益ＤＩが△９から△１へと８ポイント、業況が△１１から△２へ９ポイント全て上昇している。運転資金調
　　達ＤＩが４から△３へと７ポイントの下降を見た。業種別で見ると、「売上高」ではサービス業が５から７へ２ポ
　　イント流通商業が△６から△４へ2ポイントの上昇、製造業は２から０へ2ポイントの下降、建設業は横ばいとなっ
　　た。「経常利益」は全業種上昇、「業況判断」はサービス業が△２から２へ4ポイント、流通商業が△５から０へ
　　５ポイント上昇。建設業と製造業は横ばいとなった。「運転資金調達」は、サービス業と製造業が横ばい、建設業

　　が０から△２へ2ポイント、流通商業が２から△１へ3ポイントの下降であった。

　　　また、経営上の問題点では、トップの「価格競争の激化」が前回の３８から４７へと９ポイント上昇、「従業員
　　不足」が２６から１９へと6ポイント下降し「仕入れ価格の上昇」が２０から２５へと５ポイント上昇したことで、
　　3位と4位が入れ替わった。「税負担の増加」が１３から１８へ５ポイント上昇、年度末前後の特徴といえる。
　　　現在取組んでいる事柄では、「新規顧客の開拓」がトップで前回より５３から５６へ3ポイント上昇、「既存顧
　　客管理の強化」は４２から３８へ4ポイント下降し3位となった。そして、前回8位だった「コストの見直し」が、
　　１２から１７へと4ポイント上昇し6位に浮上した。

業況判断ＤＩ推移（前年同期比） 運転資金調達DⅠ値推移(前期比）



調査期間 04年3月04年6月04年9月4年12月05年3月05年6月05年9月05年12月06年３月０６年６月０６年９月６年１２月

売上高 -10 5 1 3 4 7 15 5 0 2

経常利益 -9 2 -9 5 -2 6 3 1 -9 -1

業況判断 2 -1 -8 0 9 11 -2 -11 -2

調査期間 04年3月04年6月04年9月04年1205年3月05年6月05年9月05年12月06年３月０６年６月０６年９月０６年１２月

運転資金調達 1 1 16 -1 3 5 9 -1 4 -3

●売上高

調査期間 04年12月05年3月05年6月05年9月5年12月０６年３月０６年６月06年9月6年12月 2%

サービス業 9 7 0 8 7 5 7 -6%

建設業 2 2 4 0 -2 -4 -4 -1%

製造業 -1 -2 1 2 3 2 0 -6%

流通商業 -5 -4 2 6 -4 -6 -4

●経常利益
調査期間 04年12月05年3月05年6月05年9月5年12月０６年３月０６年６月06年9月6年12月
サービス業 6 4 2 5 4 2 4
建設業 1 -3 2 -2 -2 -6 -5
製造業 1 -1 1 0 1 -1 1
流通商業 -1 -4 1 1 -1 -6 -2

●業況判断
調査期間 04年12月05年3月05年6月05年9月5年12月０６年３月０６年６月06年9月6年12月
サービス業 -1 9 2 7 -2 -3 2 3%
建設業 1 -1 4 0 0 -4 -4 0%
製造業 1 -4 2 2 -1 -2 -2 -1%
流通商業 -7 -5 2 3 -1 -5 0 0%

●運転資金調達
調査期間 04年12月05年3月05年6月05年9月5年12月０６年３月０６年６月06年9月6年12月
サービス業 0 2 2 4 2 2 2
建設業 0 1 2 0 -1 0 -2
製造業 0 -1 3 3 -2 0 0
流通商業 -3 0 -3 2 0 2 -1

金融機関の姿社数 合計 あると答えた人の変化の内容 金融機関社数 貸付攻勢 12
変わらない 108 71% 貸付攻 12 変わらな 108 出資金要 1
わからない 27 20% 出資金 1 わからな 27 私募債の 1
ある 17 6 1 8% 私募債 1 ある 17 新たな貸 3
不明 1 2% 新たな貸 3 不明 1 経営指針 1
総計 153 100% 経営指針 1 総計 153 その他 3

その他 3

経営上の問題点（上位3つまでを複数回答、％）

47%価格競争の激化

金融機関の姿勢の変化推移
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金融機関第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第９回 第１０回 第１１回第１２回

ある 14% 15% 14% 11% 7% 10% 8% 6% 11%

変わらな 64% 59% 62% 65% 74% 71% 71% 66% 71%

わからな 18% 24% 19% 23% 19% 17% 20% 22% 18%

不明 3% 1% 5% 1% 0% 2% 2% 7% 1%

第９回 第１０回

業種 総計 総計

その他 10 10% その他 8%

金利負担 5 5% 金利負 4%

事業資金 6 6% 事業資 8%

間接費の 9 9% 間接費 9%

税負担の 13 13% 人件費 14%

人件費の 15 15% 税負担 18%

仕入れ価 20 20% 従業員 19%

従業員不 26 26% 仕入れ 25%

受注競争 33 33% 受注競 32%

売上げの 37 37% 売上げ 36%
価格競争 38 38% 価格競 47%

第９回

●現在取り組んでいる事柄
事柄 人数 総計
その他 1 1% その他 1%
拠点の統 1 1% 拠点数 1%
脱下請け 2 2% 拠点の 1%
アウトソー 2 2% 脱下請 3%
拠点数の 4 4% 人員の 4%
資格取得 8 8% アウトソ 5%
人員の見 8 8% 企業間 5%
新たな設 9 9% 資格取 5%
企業間連 10 10% 価格の 9%
価格の変 13 11% 新たな 10%
コストの見 12 12% 経費の 12%
経費の見 15 15% 社内組 14%
社内組織 20 20% コストの 17%
営業力強 33 33% 営業力 36%
人材育成 37 37% 人材育 36%
新商品・ 41 41% 既存顧 38%
既存顧客 42 42% 新商品 41%
新規顧客 53 53% 新規顧 56%
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金利負担の増加

事業資金の借り入れ難

間接費の増加

人件費の増加

税負担の増加

従業員不足

仕入れ価格の上昇

受注競争の激化

売上げの減少

価格競争の激化

現在取り組んでいる事柄（上位３つまでを複数回答、％）
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

拠点数の増加

拠点の統廃合

脱下請け化

人員の見直し

アウトソーシング

企業間連携による新商品・サービスの開発

資格取得

価格の変更

新たな設備投資

経費の見直し

社内組織の見直し

コストの見直し

営業力強化

人材育成

既存顧客管理の強化

新商品・新製品・新規サービスの開発

新規顧客の開拓

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【回答者からのコメント】

・日本の変化は、事前規制から事後監視へ大きく変化している。この事に対する対策を各社が取組む必要がある。（建設業）
・公共工事の縮減をまともに受けています。生活関連公共工事は必要に応じて発注すべきです。（サービス業）
・４月より工事量というのは、一昨年、昨年より減少しております。といいますのも元請、下請の受注体制ですが、
　元請の仕事量の低下により当社も大幅に減少しておりますが、６月中旬～７月にかけては、動きが活発になり仕事量
　の増大も計れそうです。しかし、単価額においては、非常に厳しい状況です。（建設業）
・流通業界全体が潮の流れに変化。大変厳しい環境下にある。グローバル化により小売･卸業共に肥大化し、買手市場
　にある為、生産者や加工業者には逆風が吹いている。小売や卸（食品問屋）には頼らない販売網の確立が肝要である。
　（製造業）
・同業他社が廃業、倒産している為売上が伸びているのであって、同業界の景況がよくなっている理由ではない。(製造業）
・原油価格の動向でプラスチック類の原材料（特にフィルム）は変動しております。２年前２５ドル（１バーレル）
　が現在は７０ドルです。製品転嫁できたのは7％～10％程度です。廃業者も多く見られる。（流通商業）
・一つの保険会社との取引だと、その会社が業務停止となった場合、一切の契約募集が停止されることは、経営のみならず、
　顧客の為に成らない故、今後は他社との集合も検討する。（流通商業）
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